
業務見直し工程表（スクラップロードマップ）一覧表　＜令和３年度中に見直しが完了した項目＞

単位：千円

No. 担当課 項目名 種別 策定時期 見直し
区分

見直し内容 見直し内容、結果 R３歳出
予算額

R４歳出
予算額

事業費
削減額
※１

業務
削減時間
（ｈ）

人件費
削減額
※２

備考

1 人権センター

「いのち・愛・人権
のつどい」と「人権
尊重と部落解放をめ
ざす市民のつどい」

内部事務
以外

平成２９年度
手法の
見直し

両つどいについて、事業の統合による効果の拡
大を検討します。

検討部会を設置し、事業の統合に向けた協議を重ねた結果、「コ
ロナ差別」等の新たな人権課題への対応、同和問題が依然として
存在し問題が深刻化していること、人権を学ぶ機会の確保が求め
られていることなどにより、統合による見直しはこれら課題の解
決には資さないとの結論にいたりました。
今後も、効果的な事業のあり方について検討を進めます。

― ― ― ― ―

2 危機管理課
自転車盗多発場所
ワーストランキング
の公表

内部事務
以外

令和３年度 廃止
自転車盗多発場所ワーストランキングの作成、
ホームページでの公開を廃止し、人件費の削減
を図ります。

当初の予定どおり廃止しました。 0 0 0 △ 104 △ 437

3 まちづくり協働課 市民活動レポート
内部事務

以外
令和３年度 廃止 市民活動レポートの作成を廃止し、人件費の削

減を図ります。

当初の予定どおり廃止しました。
新たな市民活動情報の発信として、市ホームページにおいて、市
民総合交流センターの登録団体「キラリエサポーター」の紹介を
しています。

0 0 0 △ 12 △ 50

4 生活安心課 食の安全推進事業
内部事務

以外
令和３年度 廃止

国・県において主体的に実施されている事業で
あることから、市における食の安全推進に関す
る取組を廃止し、事業費および人件費の削減を
図ります。

当初の予定どおり廃止しました。 34 0 △ 34 △ 45 △ 189

5 環境政策課
エコスタイルプラザ
運営・環境学習相談
事業

内部事務
以外

令和元年度 手法の
見直し

「くさつエコスタイルプラザ」で実施している
啓発・環境学習のための体験学習やイベント等
の一部をNPO等に委託するなど、市以外の事業者
等が主体となる手法への見直しを行います。

くさつエコスタイルプラザの運営を含めた環境学習啓発業務を一
体的に委託できるよう、見直しを行いました。

4,911 5,500 589 △ 1,232 △ 5,180

6 資源循環推進課
資源回収活動事業推
進奨励金（資源回収
補助金）

内部事務
以外

令和３年度 縮小

回収業者への奨励金を廃止するとともに、住民
団体への奨励金単価の見直しや活動状況が良好
な団体に対してのさらなる支援方法等を検討し
ます。

当初の予定どおり回収業者への奨励金を廃止しました。
また、資源回収団体への奨励金単価の引上げ（４円／ｋｇから
４.５円／ｋｇ）および回収活動１回につき３００円の奨励金を
新たに設け、団体が資源回収活動を実施しやすい環境を整えまし
た。

15,868 14,901 △ 967 △ 23 △ 96

7 温暖化対策室 KEMS 内部事務 令和３年度 手法の
見直し

各部局において、工事等に係る決裁文書に添付
する「環境にやさしい事業計画書」の作成を不
要とし、既存の仕様書に環境配慮事項の追記を
行うなど、手法の見直しを行います。

当初の予定どおり「環境にやさしい事業計画書」の作成を不要と
し、既存の仕様書に環境配慮事項を追記し、見直しを行いまし
た。

― ― ― △ 36 △ 151

8 商工観光労政課
事業所訪問の見直し
（事業所内公正採用
選考・人権啓発）

内部事務 令和３年度 手法の
見直し

人権啓発の取組が優良な事業所（市の評価基準
に基づく優良事業所）については、事業所に訪
問せず、事業所内の取組実績の報告のみとし、
その他の事業所については、事業所訪問の対応
等を検討します。

市職員の従事者について、庁外勤務者を除く課長補佐級以上とし
ました。
また、対象事業所への啓発手法について、取組が優良な事業所
は、郵送・メール等により啓発活動を行い、取組が中程度～低調
な事業所は、引き続き、事業所への訪問により啓発活動を行うこ
ととしました。

― ― ― △ 98 △ 412

9 人とくらしの
サポートセンター

就労支援相談員配置
事業

内部事務
以外

令和３年度 手法の
見直し

商工観光労政課に配置している就労支援相談員
を「人とくらしのサポートセンター」に配置す
ることにより、就職困難者への就労支援を行
い、生活と就労相談も含めた多様で複合的な相
談に対応できる窓口を設置することについて検
討します。

当初の予定どおり、見直しを行い、就労支援相談員を商工観光労
政課から人とくらしのサポートセンターへ配置換えしました。
就職困難者等の就労相談とともに、多様で複合的な問題や悩み等
様々な相談をワンストップで提供し、相談者にとって効果的な支
援が可能となりました。

3,141 2,844 △ 297 ― ―

10 健康増進課 紙版「くさつ健幸ポ
イント制度」

内部事務
以外

令和元年度 廃止

紙版「くさつ健幸ポイント制度」を廃止し、健
康推進アプリ「BIWA-TEKU」に完全移行すること
により、事業費および人件費の削減を図りま
す。

当初の予定どおり廃止しました。 24 0 △ 24 △ 220 △ 925

策定時点等における見直し内容 完了した見直し内容

資料３



No. 担当課 項目名 種別 策定時期 見直し
区分

見直し内容 見直し内容、結果 R３歳出
予算額

R４歳出
予算額

事業費
削減額
※１

業務
削減時間
（ｈ）

人件費
削減額
※２

備考

策定時点等における見直し内容 完了した見直し内容

11 長寿いきがい課 介護予防サポーター
ポイント制度

内部事務
以外

令和３年度
手法の
見直し

委託の手法を見直し、市（長寿いきがい課）が
窓口となる直営方式に変更します。

当初の予定どおり見直しを行いました。 3,019 268 △ 2,751 372 1,564

12 子ども・若者政策課 病児・病後児保育運
営事業

内部事務
以外

令和３年度
手法の
見直し

国の「子ども・子育て支援交付金」の基準額に
ついて、病児・病後児保育の安定的な提供体制
を確保するための見直し（拡充）が行われたこ
とから、運営委託料のうち、目的が重複する市
独自の障害児受入加算を廃止し、事業費の削減
を図ります。

当初の予定どおり見直しを行いました。 200 0 △ 200 ― ―

13 北山田浄水場
ロクハ浄水場

浄水場運転管理事業 内部事務 令和２年度 手法の
見直し

両浄水場に分散して配置している運転管理に従
事する職員をロクハ浄水場に集約し、北山田浄
水場の運転管理部門を委託化します。（場長お
よび機械、電気、化学の技師はこれまでどおり
両浄水場に常駐）

当初の予定どおり見直しを行いました。 93,865 116,002 22,137 △ 5,580 △ 23,463

14 教育総務課 教育委員会事務の点
検および評価

内部事務 令和３年度 手法の
見直し

総合計画の施策評価との連動を図り、評価単位
を総合計画の施策評価と合わせるとともに、成
果評価については、教育振興基本計画に掲げた
評価指標により進捗状況等を評価します。
また、評価項目を事業ごと（全９０項目）か
ら、基本施策（３４項目）の取組状況をもと
に、基本項目（９項目）で総括的に評価しま
す。

当初の予定どおり見直しを行いました。 ― ― ― △ 194 △ 815

15 生涯学習課 学習ボランティア推
進事業

内部事務
以外

令和３年度
手法の
見直し

ゆうゆうびとバンク発行部数、ゆうネットくさ
つサポーターの会議回数およびゆうゆうびと講
座の開催数を削減することにより、事業費およ
び人件費の削減を図るとともに、新たな支援策
の検討を行います。

当初の予定どおり見直しを行いました。
また、新たな支援策として、ゆうネットくさつサポーターの会と
の協働事業により、学習ボランティアへの活動取材を実施しま
す。

202 182 △ 20 △ 79 △ 332

16 スポーツ推進課
草津市スポーツ推進
委員協議会での職員
の補助

内部事務 令和３年度 手法の
見直し

事業報告資料「あゆみ」、「STEP」の編集・校
正について、担当職員を含めて部会を開催して
作業を行っていたものを、メール等の調整とす
ることで人件費の削減を図ります。
また、「草津市体力づくり歩こう会」イベン
ト、「あゆみ」および「STEP」の印刷業務につ
いて、職員が行うべき業務範囲を見直し、人件
費の削減を図ります。

当初の予定どおり見直しを行いました。 ― ― ― △ 39 △ 163

17 図書館 人形劇（おはなし会
１２月、３月）

内部事務
以外

令和２年度
手法の
見直し

子ども向け行事である人形劇の定期的な開催を
見直し、特別な機会での実施を検討します。

令和４・５年度においては、南館開館２０周年記念事業および本
館開館４０周年記念事業の内容を検討した結果、代替企画がある
ため人形劇を実施しないものとしました。
令和６年度以降においても、既存の「おはなし会」や「クリスマ
スイベント」「図書館まつり」等で、その時々のニーズにあった
事業を行います。

20 0 △ 20 △ 10 △ 42

※新型コロナウイルス感染
症の影響により、開催を見
送ったことから、令和２年
度の歳出予算額を記載して
います。

18 学校政策推進課
市立小学校コン
ピュータ教室機器の
売却

内部事務 令和３年度 手法の
見直し

リース契約満了により、市に無償譲渡された小
学校のコンピュータ教室の機器の不用分を売却
することで、市の負担を軽減します。

当初の予定どおり見直しを行いました。 ― ― ― ― ―

令和４年５月２３日売買契
約締結。
（売却金額）
１，８５０千円。

※１　事業費削減額：（令和４年度予算額）ー（令和３年度予算額）

※２　人件費削減額：（令和３年度人件費単価４，２０５円）×（業務削減時間）

※


